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研究成果の概要（和文）：特別な支援を要する幼児や児童生徒における行動上の問題に対する機能的アセスメン
ト・アプローチを活用した支援方法を教育現場に普及させるために、教員等を対象にした研修パッケージを開発
した。その際に専門家から直接支援を受ける機会の限られた教育現場に適合させるための経済的、時間的負担の
かからない研修パッケージ開発を目的とした。研修会では機能的アセスメントや応用行動分析学に関する講義、
事例教材を用いた演習、グループワーク等を活用した演習が用いられた。研修会参加者に調査をした結果、教育
現場でこのアプローチを実施する際の実行可能性や、行動支援計画に基づいた指導や支援の介入整合性を高める
要因が明らかになった。

研究成果の概要（英文）：The purpose of this research was to make functional assessment approach 
master to the teachers who teach of the children who shows a problematic behavior. The research was 
conducted using the opportunity of the training sessions for tea-chers.This training sessions 
contained the lecture meeting about functional ass-essment and applied behavior analysis, the 
exercise using the teaching materials of the example, group work, etc. We conducted the following 
investigations. That is, we investigated whether teachers will able to actually perform functional 
assessment approach at schools ?, consider the method that this approach is easy-to-use? , and when 
teachers carries out this approach, does they think that there are few burdens? As a result, it was 
suggested that the consultation for improving the ease of use in a school, a teaching method with 
few feeling of a burden, and tutorship intervention compatibility is important.

研究分野：特別支援教育

キーワード： 機能的アセスメント・アプローチ　行動問題　行動支援計画　積極的行動支援　教員研修の効果　応用
行動分析

  ３版
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研究成果の学術的意義や社会的意義
行動問題を示す児童生徒への効果的な支援方法として「機能的アセスメント・アプローチ」を教育現場に普及さ
せる方法を検討した。そのために学校の教員等を対象とした研修会における研修パッケージを開発し、実際に研
修会に参加した教員等への調査を行った。その結果、研修内容として、研修終了後に実際の教育現場で機能的ア
セスメント・アプローチを実施する際の実行可能性や、行動支援計画に基づいた指導や支援の正確性（介入整合
性）を担保することが学校現場への普及のために重要な要因であることが示された。

※科研費による研究は、研究者の自覚と責任において実施するものです。そのため、研究の実施や研究成果の公表等に
ついては、国の要請等に基づくものではなく、その研究成果に関する見解や責任は、研究者個人に帰属されます。



様 式 Ｃ－１９、Ｆ－１９－１、Ｚ－１９（共通） 
１．研究開始当初の背景 
特別支援学校や特別支援学級、通常の学級や幼稚園等に在籍する幼児、児童生徒に見ら
れる奇声、攻撃、器物破壊、自傷、学習活動からの逸脱などの問題行動は、特別な支援を 
必要とする児童生徒のみならず、周囲の児童生徒や教師にとっても大きな行動問題となっ
ている。行動問題への解決方略としては、応用行動分析学から開発されてきた「機能的ア
セスメント・アプローチ」が発展してきており、わが国でも事例研究を中心として研究実
践が進められてきている。しかしわが国では、機能的アセスメントによる取り組みは、大
学や研究機関等に所属する研究者や専門職が直接的に介入を行う方法が主流であり、学校
現場の教員の取り組みの普及には課題が残っているといえよう。一方、機能的アセスメン
トの先進的な取り組みを進めている欧米においても、従来から学校の教員が機能的アセス
メントに基づいた実践を行うことの難しさが指摘されてきている。そこでこのような問題
を解決するために、教員を対象とした機能的アセスメントに関する研修プログラムが開発
され、その効果について検討されてきている。わが国においてもこのような先行研究を参
考に、特別支援教育に携わる教員を対象とした研修会を企画し、講義や演習によって機能
的アセスメントに基づく行動支援計画の作成を主目的とする実践研究が報告されてきた。
これらの研究では当日の研修効果についてはおおむね評価されているが、研修会終了後の
実際の教育現場での支援効果については検討されたものは少ない。 
 
２．研究の目的 
そこで本研究では教員を対象に行動問題に関する研修会を実施し、次のような研修効果 
について検討した。すなわち、① 機能的アセスメントに関する知識や技術の習得、② 実 
際に担任をする児童生徒の行動問題に対して、適切なアセスメントに基づく行動支援計画 
の作成、③ 行動支援計画に基づく学校における実際の支援の実行や、支援の正確性（介 
入整合性）について検討した。特に、③ については研修会終了1ヶ月後に、あらかじめ配
布した機能的アセスメント及び行動支援計画記入シートに、各参加者が担任する児童生徒
の行動問題に対する対応について記入したものを送付してもらった。そして返送されてき
たシートに対して、各グループを担当したインストラクターがメールにてコンサルテーシ
ョンを実施した。 
 
３．研究の方法 
各研究分担者が実施した研修会は地域や学校種や規模等によりバリエーションがあった
が、概ね応用行動分析と機能的アセスメントに関する基礎的な講義、事例を用いたアセス
メント情報の整理と分析の方法から、行動支援計画の作成に向けた演習、及びグループワ
ークによる議論を含んだ演習などが含まれていた。また、短期間の集中方式で施した研修
会のプログラムが、参加者に及ぼす研修効果を評価するために、次のような調査を実施し
た。 
① 応用行動分析及び機能的アセスメントに関する知識の評価 
② 機能的アセスメント及び行動支援計画の作成内容の評価（1）: 事例問題を2種類作成
し、機能的アセスメント及び行動支援計画作成の習得度を評価した。 
③ 機能的アセスメント及び行動支援計画の作成内容の評価（2）: 研修会終了１ヶ月後、
機能的アセスメント及び行動支援計画を記入するシートを送付した。 
④介入受容性の評価 
 
４．研究成果 



様 式 Ｃ－１９、Ｆ－１９－１、Ｚ－１９（共通） 
 
本研修会受講前に比べて、①受講後（講義と演習）の応用行動分析及び機能的アセスメ
ントに関する知識の習得度が増加した。またその習得度については講義のみでも演習を加
えても変化はなかった。②については、機能的アセスメントの正答数及び行動支援計画の
作成内容の評価点のいずれにおいても、演習の前後で有意な差が見られた。このことは、
事例を用いた演習によって、適切なアセスメント及び行動支援計画作成技能の習得度が高
まったことを示した。③については演習前と演習終了後の行動支援計画作成の評価点に比
較して、研修会終了１ヶ月後の評価点が減少した。すなわち研修会時の演習で習得された
と考えられた、機能的アセスメントに基づく行動支援計画の作成技能が維持されなかった
といえる。さらに④については研修会終了後において尺度得点は有意に上昇し、研修会終
了５ヶ月後においても若干の下降は見られたが、研修会終了時のレベルを維持していた。 
以上のように実施された研修において、受講後（講義と演習）の「応用行動分析及び機
能的アセスメントに関する知識」の習得度が増加したことが示された。次に、研修会終了
後のフォローアップ時に「機能的アセスメント及び行動支援計画の作成内容の評価」を行
ったところ、研修会時の演習で習得されたと考えられた、機能的アセスメントに基づく行
動支援計画の作成技能の維持の点で不十分さが残った。すなわち研修会時に行った架空事
例についての行動支援計画作成の演習が、参加者自らが担任している児童生徒の支援に対
して十分に応用できなかった可能性がある。教員の行動支援計画作成技能を向上させるた
めにはより多くの事例を用いた演習が必要であり、機能的アセスメントから得られる情報
を適切な行動支援計画作成に生かすためにどのような項目が般化しにくいのかなどの分析
が必要であろう。 
以上、機能的アセスメント・アプローチを活用した支援方法を教育現場に普及させるた
めに研修パッケージを開発した。その際に専門家から直接支援を受ける機会の限られた教
育現場に適合させるための経済的、時間的負担のかからない研修パッケージ開発を行っ
た。研修会参加者に調査をした結果、教育現場でこのアプローチを実施する際の実行可能
性や、行動支援計画に基づいた指導や支援の介入整合性を担保することが、学校現場への
普及のために重要な要因であることが示された。 
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